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 参考資料  
（本書は 2023 年 2 月 1 日米国で発表済みの英文プレスリリースの和訳です。解釈に相違が生じた際に

は、英語版を基準とします。） 

2023 年 2 月 2 日 

 

Aflac Incorporated は 2022 年度第 4 四半期の業績を発表 

2022 年度第 4 四半期の純利益は 1 億 8,500 万ドル 

2023 年度第 1 四半期現金配当の 5.0％増配を再表明 

 

 Aflac Incorporated（以下、「当社」）は、本日、2022 年度第 4 四半期の業績を以下のと

おり発表しました。 

 

当四半期の収益合計は、前年同期の 54 億ドルから 40 億ドルとなりました。当期純利益

は、前年同期の 10 億ドル（希薄化後 1 株当たり 1.57 ドル）から 1 億 8,500 万ドル（同

0.30 ドル）となりました。当四半期における当期純利益の大幅な減少は、前年同期の大幅

な実現益（純額）に対して、当四半期に認識した為替関連の資産運用損（純額）が大きか

ったことによるものです。 

 

前年同期の当期純利益には、2 億 4,300 万ドル（希薄化後 1 株当たり 0.37 ドル）の資産

運用益（純額）が含まれていたのに対して、当四半期の当期純利益には、5 億 2,100 万ド

ル（同 0.84 ドル）の資産運用損（純額）が含まれていました。この資産運用損（純額）は、

一部のデリバティブ及び外国為替取引に係る損失（純額）6 億 8,400 万ドルによるもので

すが、主に為替変動を受けた売却及び償還による利益（純額）2 億 700 万ドルにより一部

相殺されました。これらの資産運用損（純額）には、持分証券の公正価値が減少したこと

による 2,800 万ドルの損失、ならびに当社の現在予想信用損失（CECL）に係る引当金の

増加及び減損損失 1,600 万ドルも含まれます。 

 

当四半期の調整後利益*は、前年同期の 8 億 5,000 万ドルから 5.2％減少し、8 億 600 万

ドルとなりました。当四半期の希薄化後 1 株当たり調整後利益*は 0.8％増加し、1.29 ドル
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となりました。これは利益予想を 1 株当たりで 0.09 ドル下回るオルタナティブ投資から

の変動投資損失 2,100 万ドルを含むものでした。為替レートが円安ドル高になったことに

よる 1 株当たり調整後利益への悪影響は、0.11 ドルでした。 

 

当四半期の平均円／ドル為替レートは、前年同期の 1 ドル 113.70 円から、19.9％円安

ドル高の 1 ドル 141.87 円となりました。通年の平均円／ドル為替レートは、前年度の 1

ドル 109.79 円から、15.7％円安ドル高の 1 ドル 130.17 円となりました。 

 

運用資産及び現金・預金合計は、2021 年 12 月 31 日現在の 1,430 億ドルから、2022 年

12 月 31 日現在では 1,174 億ドルとなりました。ポートフォリオの減少は、主に円安と金

利上昇によるものです。 

 

株主持分は、2021 年 12 月 31 日現在が 333 億ドル（1 株当たり 50.99 ドル）であった

のに対して、2022 年 12 月 31 日現在では 224 億ドル（同 36.35 ドル）でした。株主持分

に含まれる保有有価証券及びデリバティブに係る未実現損益（純額）は、2021 年 12 月 31

日現在が未実現益（純額）96 億ドルであったのに対して、当四半期末では未実現損（純額）

7 億ドルでした。株主持分に含まれる外貨換算未実現損は、2021 年 12 月 31 日現在が 20

億ドルであったのに対して、当四半期末では 36 億ドルでした。平均株主資本利益率は、当

四半期は年率換算で 3.2％でした。 

 

2022 年度通年の収益合計は、前年度の 221 億ドルから 11.8％減少し 195 億ドルとなり

ました。2022 年度通年の当期純利益は、前年度の 43 億ドル（希薄化後 1 株当たり 6.39 ド

ル）から 42 億ドル（同 6.59 ドル）となりました。2022 年度通年の調整後利益は、前年度

の 40 億ドル（希薄化後 1 株当たり 5.94 ドル）から 34 億ドル（同 5.33 ドル）となりまし

た。これは利益予想を 1 株当たりで 0.10 ドル下回るオルタナティブ投資からの変動投資

収益を含むものでした。為替レートが円安ドル高になったことによる、希薄化後 1 株当た

りの悪影響 0.34 ドルを除く 2022 年度通年の希薄化後 1 株当たり調整後利益は 4.5％減少

し、5.67 ドルとなりました。 
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その他の包括（損）益累計額（AOCI）を除く株主持分（調整後純資産額*）は、2021 年

12 月 31 日現在が 259 億ドル（1 株当たり 39.65 ドル）であったのに対して、2022 年 12

月 31 日現在は 268 億ドル（同 43.51 ドル）でした。当四半期の為替変動の影響を除く調

整後株主資本利益率*は、年率換算で 12.9％でした。 

 

アフラック（日本法人） 

 

アフラック（日本法人）の当四半期の円ベースの保険料収入（純額）は、主として短期

払商品の払済化及び保有契約がやや減少したことにより、前年同期比 4.1％減の 3,061 億

円となりました。調整後投資収益（純額）は、主として変動投資収益の減少により、1.7％

減の 862 億円となりました。当四半期の円ベースの調整後収益合計は 3.6％減少し、3,933

億円となりました。当四半期の円ベースの税引前調整後利益は、主に、収益の減少が当四

半期中に認識された保険金・給付金請求額の減少で相殺されたことにより、報告ベースで

は 0.4％減少し、1,005 億円となりました。為替変動の影響を除く、当四半期の税引前調整

後利益は 10.8％減少しました。日本セグメントの税引前調整後利益率は、前年同期が

24.7％であったのに対して、当四半期は 25.5％に上昇しました。 

 

通年の円ベースの保険料収入（純額）は、前年度比 4.2％減の 1 兆 2,000 億円となりま

した。調整後投資収益（純額）は、5.5％増の 3,515 億円となりました。円ベースの調整後

収益合計は、2.2％減の 1 兆 6,000 億円となりました。税引前調整後利益は、前年度比 3.1％

減の 3,993 億円となりました。 

 

当四半期のドルベースの保険料収入（純額）は、22.9％減の 22 億ドルとなりました。調

整後投資収益（純額）は、21.7％減の 6 億 400 万ドルとなりました。調整後収益合計は、

22.7％減の 28 億ドルとなりました。税引前調整後利益は、20.6％減の 7 億 400 万ドルと

なりました。 

 

通年のドルベースの保険料収入（純額）は、前年度比 19.4％減の 95 億ドルとなりまし

た。調整後投資収益（純額）は 11.9％減の 27 億ドルとなりました。調整後収益合計は、
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17.9％減の 123 億ドルとなりました。税引前調整後利益は、前年度比 18.6％減の 31 億ド

ルとなりました。 

 

当四半期の新契約年換算保険料（販売）合計は、主にがん保険の新商品を継続展開した

ことにより、11.4％増の 162 億円（1 億 1,500 万ドル）となりました。通年では、新契約

年換算保険料（販売）合計は、ほぼ横ばいの 548 億円（4 億 1,600 万ドル）となりました。

これは、パンデミックの状況が継続していたことから、上半期の販売が抑制されたものの、

下半期にはがん保険新商品の発売や第一分野商品の改定により相殺されたためです。 

 

アフラック（米国法人） 

 

アフラック（米国法人）の当四半期の保険料収入（純額）は、契約継続率低下の影響を

受け、0.2％減の 14 億ドルとなりました。調整後投資収益（純額）は、主に変動投資収益

の減少により、2.5％減の 1 億 9,200 万ドルとなりました。調整後収益合計は、0.1％増の

16 億ドルとなりました。税引前調整後利益は、主に当四半期に認識された保険金・給付金

請求額の減少により、前年同期比 30.3%増の 3 億 4,000 万ドルとなりました。当四半期の

米国セグメントの税引前調整後利益率は、前年同期の 16.1％から 21.0％となりました。 

 

通年の保険料収入（純額）は、契約継続率低下の影響を受け、0.8％減の 56 億ドルとな

りました。調整後投資収益（純額）は、0.1％増の 7 億 5,500 万ドルとなりました。調整後

収益合計は、ほぼ横ばいの 65 億ドルとなりました。税引前調整後利益は、前年度比 10.4％

減の 13 億ドルとなりました。 

 

アフラック（米国法人）の当四半期の販売は、成長施策への投資及び生産性の向上による

継続的な改善を反映し、17.4％増の 5 億 4,500 万ドルとなりました。通年の新規販売合計

は、16.1％増の 15 億ドルとなりました。 

 

全社（アフラック（日本法人）及びアフラック（米国法人）を除く）及びその他 
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当四半期の調整後収益合計は 325.7％増の 7,900 万ドルとなりました。これは主に、連

邦税控除投資の減少、金利上昇及び償却後ヘッジ利益の増加により生じた調整後投資収益

（純額）の増加によるものですが、その一部は大幅な円安による保険料収入合計の減少に

より相殺されました。税引前調整後利益は、前年同期が 1 億 5,500 万ドルの損失であった

のに対し、当四半期は 4,400 万ドルの損失でした。これは主に、調整後投資収益（純額）

の増加を反映したことによるものです。 

 

通年の調整後収益合計は、52.6％増の 2 億 6,700 万ドルとなりました。これは主に、調

整後投資収益（純額）が 1 億 1,400 万ドル増加したことによるものですが、その一部は大

幅な円安による保険料収入合計の減少により相殺されました。税引前調整後利益は、前年

度が 2 億 9,800 万ドルの損失であったのに対して、本年度は 2 億 2,300 万ドルの損失でし

た。 

 

現金配当及び株主還元 

 

取締役会は、2023 年度第 1 四半期支払いの四半期現金配当を 1 株当たり 0.42 ドルとす

ることを決定しました。この現金配当は、2023 年 2 月 15 日の営業時間終了時点の登録株

主に対して、2023 年 3 月 1 日に支払われます。 

 

当四半期、当社は 6 億ドル相当（890 万株）の自己株式を取得しました。通年では、当

社は 24 億ドル相当（3,920 万株）の自己株式を取得しました。2022 年 12 月 31 日現在、

当社の自己株式取得承認枠の残枠は、1 億 1,660 万株となっています。 

 

今後の見通し 

 

当社の業績について、当社会長兼 高経営責任者であるダニエル・P・エイモスは次のよ

うに述べています。 
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「大幅な円安の調整があったものの、当社は当四半期でも堅調な利益を上げ、全体的に好

業績で 1 年を締めくくることができました。日本における新型コロナウイルス感染状況は

徐々に改善していますが、年間を通じて事業に影響を与えました。一方、米国では、状況

はほぼ落ち着いています。」 

 

「日本での事業に目を向けると、販売が当四半期に 11.4%増加、下半期に 10.8％増加した

ことに励まされました。これは、がん保険新商品の発売及び第一分野商品の改定を反映し

たものです。当四半期において、契約継続率は引き続き堅調に推移しました。新型コロナ

ウイルス感染状況は常に変化しており、2022 年の立ち遅れにつながったため、引き続き注

視しています。出足の悪さは通年の販売に悪影響を与えましたが、2023 年を見据え、当四

半期に経験した勢いを足場とすべく取り組んでいます。予測していた通り、当四半期には

保険金給付金比率がより正常な水準に戻りました。」 

 

「米国での事業については、販売が当四半期に 17.4%、年間で 16.1%増加したことを心

強く思っています。これは、募集人やブローカーによる販売が引き続き改善していること

に加え、ネットワーク歯科・眼科保険、団体生命保険及び障害保険といった被買収企業の

発展による貢献を反映したものです。当社は今後とも、業界における主導的な地位を固め、

2023 年に向け機運を高めていきます。」 

 

「今まで常にそうであったように、当社は慎重な流動性管理及び資本管理を徹底してい

ます。当社は経済情勢の変化を見極めながら、守りの姿勢を堅持しつつ、高い投資成果を

上げ続けています。また、近年は、キャッシュ・フローと配賦可能な資本を円安から守る

ための積極的な措置を講じています。第 4 四半期配当の決定により、2022 年は 40 年連続

の増配記録を達成する年となりました。増配記録を大切にし、強固な資本とキャッシュ・

フローを支えに、今後も増配の継続に努めていきます。同時に当社は、戦術的に市場での

自己株式の取得を継続するとともに、これまで行ってきたプラットフォームへの成長投資

の統合に注力を続けることにより、当社の強みとリーダー的な立場を強化していきます。」 

 

*外国為替及びその財務諸表への影響についての説明、本書において用いられている米国
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会計基準（GAAP）外の財務指標の定義及び米国会計基準（GAAP）外の財務指標から も

比較可能な米国会計基準（GAAP）の財務指標への調整については、後述の「米国会計基

準（GAAP）外の財務指標」を参照ください。 
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アフラック・インコーポレーテッドについて 

 

アフラック・インコーポレーテッド（ニューヨーク証券取引所のティッカー・シンボル

AFL）は、フォーチュン 500 社の 1 社であり、日米の子会社を通じて、5,000 万人以上の

方々に保障を提供し、ご契約者の皆さまが病気や怪我をした時に、給付金を現金で迅速に

お支払いしています。60 年以上にわたって、アフラック・インコーポレーテッドの子会社

の保険商品は、ご契約者の皆さまが経済的な負担を抱えずに回復に専念する機会を提供し

てきました。米国では、アフラックは補完医療保険を提供する 大手の会社です 1。アフラ

ック生命保険株式会社は、日本における医療保険・がん保険の 大手で、約 4 世帯に 1 世

帯がその保険に加入しています。2021 年、当社は責任投資原則（PRI）への署名を行いま

した。2022 年、ダウ・ジョーンズのサステナビリティ・インデックス（北米）に組み入れ

られ、『Ethisphere』誌の「世界で も倫理観の高い企業」のリストに 16 年連続で選出さ

れ、『フォーチュン』誌の「世界で も賞賛すべき企業」のリストに 21 回目の選出を受け

るとともに、ブルームバーグの男女平等指数に 4 年連続で組み入れられました。通常の健

康保険が保障しない出費にどのようにお役立ていただくかや、当社についての情報は、当

社のウェブサイト aflac.com あるいは aflac.com/espanol をご覧ください。また、投資家の

皆様には、アフラック・インコーポレーテッド及びその ESG 及び社会的責任に対するコ

ミットメントについて、investors.aflac.com 中の「Sustainability」を通じて、より詳細に

ご理解いただくことができます。 

1 LIMRA 2021 U.S. Supplemental Health Insurance Total Market Report 

 

当四半期の業績数値の補足資料（Financial Analysts Briefing (FAB) supplement）は、

aflac.com の「Investors」のページから入手可能です。 

 

Aflac Incorporated は、当四半期業績報告の電話会議の模様を、2023 年 2 月 2 日（木曜

日）午前 8 時 00 分（米国東部時間）に、当社のウェブサイト aflac.com の「Investors」

のページで公開します。 

 

注：本書の表においては、端数処理のため合計は計数の総和と必ずしも一致しません。 



12月31日に終了した3ヶ月間：
2022 2021 増減率

収益合計 4,010 5,433 -26.2%

保険金給付金（純額） 2,028 2,581 -21.4%

新契約費及び事業費合計 1,458 1,619 -9.9%

税引前当期純利益 524 1,233 -57.5%

法人税等 339 194

当期純利益 185 1,039 -82.2%

基本1株当たり当期純利益（単位：ドル） 0.30 1.58 -81.0%

希薄化後1株当たり当期純利益（単位：ドル） 0.30 1.57 -80.9%

1株当たり当期純利益計算に用いた普通株式数（単位：千株）
　基本 619,845 659,100 -6.0%
　希薄化後 622,994 662,512 -6.0%

1株当たり現金配当（単位：ドル） 0.40 0.33 21.2%

Aflac Incorporated 要約連結損益計算書
（単位：百万ドル。ただし、株式数及び1株当たりの数字を除く－無監査）



12月31日に終了した12ヶ月間：
2022 2021 増減率

収益合計 19,502 22,106 -11.8%

保険金給付金（純額） 9,153 10,576 -13.5%

新契約費及び事業費合計 5,745 6,208 -7.5%

税引前当期純利益 4,604 5,322 -13.5%

法人税等 403 997

当期純利益 4,201 4,325 -2.9%

基本1株当たり当期純利益（単位：ドル） 6.62 6.42 3.1%

希薄化後1株当たり当期純利益（単位：ドル） 6.59 6.39 3.1%

1株当たり当期純利益計算に用いた普通株式数（単位：千株）
　基本 634,816 673,617 -5.8%
　希薄化後 637,655 676,729 -5.8%

1株当たり現金配当（単位：ドル） 1.60 1.32 21.2%

Aflac Incorporated 要約連結損益計算書
（単位：百万ドル。ただし、株式数及び1株当たりの数字を除く－無監査）



12月31日現在：
2022 2021 増減率

資産：

運用資産及び現金・預金合計 117,397 142,978 -17.9%

繰延新契約費 8,593 9,525 -9.8%

その他の資産 5,027 5,039 -0.2%

　資産合計 131,017 157,542 -16.8%

負債及び株主持分：

保険契約準備金 93,258 105,072 -11.2%

社債等及びリース負債 7,442 7,956 -6.5%

その他の負債 7,952 11,261 -29.4%

株主持分 22,365 33,253 -32.7%

　負債及び株主持分合計 131,017 157,542 -16.8%

期末発行済普通株式数（単位：千株） 615,256 652,132 -5.7%

（単位：百万ドル。ただし、株式数を除く－無監査）
Aflac Incorporated 要約連結貸借対照表



米国会計基準（GAAP）外の財務指標

　本書には、当社の米国会計基準（米国GAAP）の基準により計算されていない財務指標（米国GAAP外の
財務指標）への参照が行われる。これらの財務指標は、全般的な経済情勢や事象に影響され、あるいは
保険事業に直接関係しない数少ない取引に関連する傾向にあるため、保険事業の基盤や傾向を必ずしも
正確に反映していない可能性があると当社が考える項目を除外したものである。

　日本円を機能通貨とするアフラック（日本)の規模が大きいため、円／ドル為替レートの変動は当社の
報告業績に対して著しい影響を与え得る。円安に推移する期間においては、円貨のドル貨への換算にお
いてはより少ないドル貨で報告される。円高に推移する期間においては、円貨のドル貨への換算におい
てはより多くのドル貨で報告される。このように、円安は、前年同期との比較において当期の業績を押
し下げ、円高は、前年同期との比較において当期の業績を押し上げる効果がある。当社の事業の非常に
大きな部分が円で行われており、米国GAAPによる報告の目的のために、これがドルに換金されることは
ないものの、ドルに換算されることから、為替変動は、米国GAAPに基づく利益、キャッシュ・フロー及
び純資産に影響を与える。経営陣は、当社の財務業績を、為替換算の影響を含む場合と除く場合の双方
で評価し、為替変動の累積的な影響及び為替変動の影響を除く経営成績の推移をそれぞれ監視してい
る。平均円／ドル為替レートは、株式会社三菱UFJ銀行が公表する対顧客電信仲値（TTM）に基づいてい
る。

　当社は、本書に含まれている米国GAAP外の財務指標を以下の通り定義している。

・調整後利益は、調整後収益から保険金給付金及び調整後費用を差引いたものである。1株当たり調整後
利益（基本あるいは希薄化後）は、当該期間の調整後利益を期中の加重平均発行済株式数（基本あるい
は希薄化後）で除したものである。収益及び費用に対する調整は、予測不能あるいは経営のコントロー
ルが及ばない一部の項目から構成される。調整後収益は、調整後資産運用損益（純額）を除いた米国
GAAPベースの収益合計である。調整後費用は、社債等に係るデリバティブからの金利キャッシュ・フ
ローへの影響を含み、当社の保険事業の通常の業務に関係せず当社の基礎となる業績を反映しない非経
常的損益及びその他の損益を除く、米国GAAPベースの新契約費及び事業費の合計である。当社経営陣
は、当社の連結ベースの保険事業の財務業績を評価するにあたっては、調整後利益及び希薄化後1株当た
り調整後利益を用いている。また、これらの財務指標を表示することは、当社の保険事業に内在する利
益の原動力や傾向を理解するに際して、極めて重要であると当社経営陣は確信している。 調整後利益及
び1株当たり調整後利益（基本あるいは希薄化後）と も比較可能な米国GAAPの財務指標は、それぞれ当
期純利益及び1株当たり当期純利益である。

・当期における為替変動の影響を除く調整後利益は、比較対象の前年同期における平均為替レートを用
いて計算されており、これにより、為替レートの変化のみによってもたらされる変動を消去している。
当期における為替変動の影響を除く希薄化後1株当たり調整後利益は、当該期間の為替変動の影響を除く
調整後利益を期中の加重平均発行済株式数（希薄化後）で除したものである。当社は、当期における為
替変動の影響を除く調整後利益及び当期における為替変動の影響を除く希薄後1株当たり調整後利益は重
要であると考えている。なぜなら、当社の事業の重要な部分は日本で行われており、為替レートは経営
のコントロールの及ばないものだからである。したがって、当社は米ドルに対する為替換算（主として
日本円）の影響について理解することは重要であると考えている。当期における為替変動の影響を除く
調整後利益及び当期における為替変動の影響を除く希薄化後1株当たり調整後利益と も比較可能な米国
GAAPの財務指標は、それぞれ当期純利益及び1株当たり当期純利益である。

・調整後株主資本利益率は、調整後利益を、その他の包括（損）益累計額（AOCI）を除く平均株主持分
で除したものである。当社経営陣は、当社の連結ベースの保険事業の財務業績を評価するにあたって
は、調整後株主資本利益率を用いており、この財務指標を表示することは、当社の保険事業に内在する
利益の原動力や傾向を理解するに際して、極めて重要であると確信している。調整後株主資本利益率
は、経営のコントロールの及ばない市場の動向によって変動するAOCIの要素を除いていることから、当
社はこの指標は重要であると考えている。調整後株主資本利益率と も比較可能な米国GAAPの財務指標
は、平均株主資本利益率（ROE）であり、これは当期純利益と平均株主持分を用いて決定される。

・為替変動の影響を除く調整後株主資本利益率は、当期における為替変動の影響を除く調整後利益を、
AOCIを除く平均株主持分で除したものである。為替変動の影響を除く調整後株主資本利益率は、経営の
コントロールの及ばない市場の動向によって変動する外国為替及びAOCIの要素を除いていることから、
当社はこの指標は重要であると考えている。為替変動の影響を除く調整後株主資本利益率と も比較可
能な米国GAAPの財務指標はROEであり、これは当期純利益と平均株主持分を用いて決定される。



・調整後資産運用損益（純額）は、資産運用損益（純額）に以下の調整を加えたものである。i) 外国為
替のエクスポージャーへの管理戦略及び特定のデリバティブ活動に関連するヘッジ費用／収益の償却
額、 ii) 特定の投資戦略に係る為替及び金利デリバティブからの金利キャッシュ・フロー（純額）のう
ち、投資収益（純額）に区分変更されたもの、及び iii) 社債等に関連したデリバティブからの金利
キャッシュ・フローの影響額のうち、調整後費用合計の要素として支払利息に区分変更されたもの。調
整後資産運用損益（純額）は、経営のコントロールが及ばないと考えられている残余の金額を示す一
方、経営のコントロールが及ぶ要素を除き、それらを投資収益（純額）及び支払利息に区分変更してい
ることから、当社は、これを重要な指標と考えている。調整後資産運用損益（純額）と も比較可能な
米国GAAPの財務指標は、資産運用損益（純額）である。

・調整後投資収益（純額）は、投資収益（純額）に以下の調整を加えたものである。i) 外国為替のエク
スポージャーへの管理戦略及び特定のデリバティブ活動に関連するヘッジ費用／収益の償却額、 ii) 特
定の投資戦略に係る為替及び金利デリバティブからの金利キャッシュ・フロー（純額）のうち、資産運
用（損）益（純額）から投資収益（純額）に区分変更されたもの。調整後投資収益（純額）は、当社の
投資及びこれに関連するヘッジ戦略に係る費用と収益のより包括的な理解を提供することから、当社
は、これを重要な指標と考えている。 調整後投資収益（純額）と も比較可能な米国GAAPの財務指標
は、投資収益（純額）である。

・ヘッジ費用／収益の償却額は、当社の日本セグメント又は全社（アフラック（日本）及びアフラック
（米国）を除く）及びその他における、一部の為替リスクをヘッジするために為替デリバティブを用い
た結果生じる、あるいは認識されるものである。これらのヘッジ費用／収益の償却額は、個々の契約に
固有の条件に基づくデリバティブの取引開始時に評価され、ヘッジ期間にわたって、定額で認識され
る。 当社は、調整後利益の要素であるヘッジ費用／収益の償却額は、一部の為替変動リスクのヘッジに
係る定期的な為替リスク管理費用/収益を計測するものであり、投資収益（純額）の重要な要素であると
確信している。ヘッジ費用／収益の償却額と比較可能な米国GAAPの財務指標はない。

・調整後純資産額は、米国GAAPに基づく純資産額（株主持分合計）から、米国GAAPに基づき貸借対照表
に記録されたAOCIを控除したものである。普通株式1株当たり調整後純資産額は、当該期末の調整後純資
産額を当該期末の発行済普通株式数で除したものである。当社は、経営のコントロールが及ばない市場
動向によって変動するAOCIを除外するという点で、調整後純資産額及び普通株式1株当たり調整後純資産
額は重要なものであると考えている。調整後純資産額及び普通株式1株当たり調整後純資産額と も比較
可能な米国GAAPの財務指標は、それぞれ純資産合計及び普通株式1株当たり純資産合計である。

・外貨換算未実現（損）益を含む調整後純資産額は、調整後純資産額に外貨換算未実現（損）益を加え
たものである。外貨換算未実現（損）益を含む普通株式1株当たり調整後純資産額は、期末の調整後純資
産額に外貨換算未実現（損）益を加えた金額を当該期末の発行済普通株式数で除したものである。 外貨
換算未実現（損）益を含む調整後純資産額及びこれに関連する1株当たりの財務指標は、経営のコント
ロールが及ばない市場の動向によって変動するAOCIの一部の要素を除く一方、 アフラック（日本）の事
業の重要性を受けて、為替変動の影響を含んでいることから、当社はこれらの財務指標は重要であると
考えている。外貨換算未実現（損）益を含む調整後純資産額及び外貨換算未実現（損）益を含む普通株
式1株当たり調整後純資産額と も比較可能な米国GAAPの財務指標は、それぞれ純資産合計及び普通株式
1株当たり純資産合計である。



12月31日に終了した3ヶ月間：
2022 2021 増減率

当期純利益 185 1,039 -82.2%

調整後利益への調整項目：
　　調整後資産運用損（益）（純額） 477 -246
　　その他及び非経常的損（益） - 6
　　調整後利益への調整項目に係る法人税（軽減額）費用 144 50

調整後利益 806 850 -5.2%

当期における為替変動の影響
1 68 非適用

当期における為替変動の影響を除く調整後利益
2 875 850 2.9%

希薄化後1株当たり当期純利益（単位：ドル） 0.30 1.57 -80.9%

調整後利益への調整項目（単位：ドル）：
　　調整後資産運用損（益）（純額） 0.77 -0.37
　　その他及び非経常的損（益） - 0.01
　　調整後利益への調整項目に係る法人税（軽減額）費用 0.23 0.08

希薄化後1株当たり調整後利益（単位：ドル） 1.29 1.28 0.8%

当期における為替変動の影響
1
（単位：ドル） 0.11 非適用

1
為替変動については、その影響額を当期に限定するため、前期の影響額は「非適用」とした。

2
当期における為替変動の影響を除く金額は、比較対象の前年同期における平均為替レートを用
いて計算されており、これにより、為替レートの変化のみによってもたらされる変動を消去し
ている。

当期純利益から調整後利益への調整
（単位：百万ドル。ただし、1株当たりの数字を除く－無監査）

当期における為替変動の影響を除く希薄化後1株当たり調整後

利益
2 
（単位：ドル）

1.40 1.28 9.4%



12月31日に終了した12ヶ月間：
2022 2021 増減率

当期純利益 4,201 4,325 -2.9%

調整後利益への調整項目：
　　調整後資産運用損（益）（純額） -447 -462
　　その他及び非経常的損（益） -1 73

　　調整後利益への調整項目に係る法人税（軽減額）費用
1 -357 83

調整後利益 3,397 4,019 -15.5%

当期における為替変動の影響
2 215 非適用

当期における為替変動の影響を除く調整後利益
3 3,613 4,019 -10.1%

希薄化後1株当たり当期純利益（単位：ドル） 6.59 6.39 3.1%

調整後利益への調整項目（単位：ドル）：
　　調整後資産運用損（益）（純額） -0.7 -0.68
　　その他及び非経常的損（益） — 0.11

　　調整後利益への調整項目に係る法人税（軽減額）費用
1 -0.56 0.12

希薄化後1株当たり調整後利益（単位：ドル） 5.33 5.94 -10.3%

当期における為替変動の影響
2
（単位：ドル） 0.34 非適用

1
主に、年初来繰延税金負債4億5,200万ドルを取り崩したことを反映している。

当期純利益から調整後利益への調整
（単位：百万ドル。ただし、1株当たりの数字を除く－無監査）

当期における為替変動の影響を除く調整後利益
3 
（単位：ド

ル）
5.67 5.94 -4.5%

2
為替変動については、その影響額を当期に限定するため、前期の影響額は「非適用」とした。

3
当期における為替変動の影響を除く金額は、比較対象の前年同期における平均為替レートを用
いて計算されており、これにより、為替レートの変化のみによってもたらされる変動を消去し
ている。



12月31日に終了した3ヶ月間：
2022 2021 増減率

資産運用損（益）（純額） 521 -243 -314.4%

調整後資産運用損（益）への調整項目：
　　ヘッジ費用の償却額 -28 -21
　　ヘッジ収益の償却額 25 11

-53 -7

 　 社債等に係る通貨スワップの公正価値変動の金利部分
1 13 14

調整後資産運用損（益） 477 -246 -293.9%

12月31日に終了した3ヶ月間：
2022 2021 増減率

投資収益（純額） 896 910 -1.5%

調整後投資収益（純額）への調整項目：
　　ヘッジ費用の償却額 -28 -21
　　ヘッジ収益の償却額 25 11

-53 -7

調整後投資収益（純額） 840 893 -5.9%

投資収益（純額）から調整後投資収益（純額）への調整
（単位：百万ドル－無監査）

   　特定の投資戦略に係るデリバティブからの金利キャッシュ・フロー（純額）

1
金額は、調整後費用の要素である支払利息に含まれている。

資産運用損（益）（純額）から調整後資産運用損（益）（純額）への調整
（単位：百万ドル－無監査）

   　特定の投資戦略に係るデリバティブからの金利キャッシュ・フロー（純額）



12月31日に終了した12ヶ月間：
2022 2021 増減率

資産運用損（益）（純額） -363 -468 -22.4%

調整後資産運用損（益）への調整項目：
　　ヘッジ費用の償却額 -112 -76
　　ヘッジ収益の償却額 68 57

-90 -30

 　 社債等に係る通貨スワップの公正価値変動の金利部分
1 50 55

調整後資産運用損（益） -447 -462 -3.2%

12月31日に終了した12ヶ月間：
2022 2021 増減率

投資収益（純額） 3,656 3,818 -4.2%

調整後投資収益（純額）への調整項目：
　　ヘッジ費用の償却額 -112 -76
　　ヘッジ収益の償却額 68 57

-90 -30

調整後投資収益（純額） 3,522 3,769 -6.6%

資産運用損（益）（純額）から調整後資産運用損（益）（純額）への調整
（単位：百万ドル－無監査）

   　特定の投資戦略に係るデリバティブからの金利キャッシュ・フロー（純額）

1
金額は、調整後費用の要素である支払利息に含まれている。

投資収益（純額）から調整後投資収益（純額）への調整
（単位：百万ドル－無監査）

     特定の投資戦略に係るデリバティブからの金利キャッシュ・フロー（純額）



12月31日現在：

2022 2021 増減率

米国GAAPに基づく純資産額 22,365 33,253

減算：
　外貨換算未実現（損）益 -3,640 -2,013
　保有有価証券及びデリバティブに係る未実現（損）益 -729 9,572
　年金債務当期調整額 -36 -166
　　その他の包括（損）益累計額合計（AOCI） -4,405 7,393

調整後純資産額 26,770 25,860

加算：
　外貨換算未実現（損）益 -3,640 -2,013

外貨換算未実現（損）益を含む調整後純資産額 23,130 23,847

期末発行済株式数（単位：千株） 615,256 652,132

普通株式1株当たりの米国GAAPに基づく純資産額 （単位：ドル） 36.35 50.99 -28.7%

減算 （単位：ドル）：
-5.92 -3.09
-1.18 14.68
-0.06 -0.25
-7.16 11.34

普通株式1株当たりの調整後純資産額 （単位：ドル） 43.51 39.65 9.7%

加算 （単位：ドル）：
　普通株式1株当たりの外貨換算未実現（損）益 -5.92 -3.09

 （単位：ドル）
36.57 2.8%37.59

　普通株式1株当たりの外貨換算未実現（損）益
　 普通株式1株当たりの保有有価証券及びデリバティブに係る未実現（損）益

　普通株式1株当たりの年金債務当期調整額
　　普通株式1株当たりのその他の包括（損）益累計額合計（AOCI）

普通株式1株当たりの外貨換算未実現（損）益を含む調整後純資産額

（単位：百万ドル。ただし、株式数及び1株当たりの数字を除く－無監査）

米国GAAPに基づく純資産額から調整後純資産額への調整



12月31日に終了した3ヶ月間：

2022 2021

当期純利益 - 米国GAAPに基づく株主資本利益率（ROE）
1 3.2% 12.4%

　外貨換算未実現（損）益を除いた影響 -0.5% -0.9%

　除いたことによる影響
　年金債務当期調整額を除いたことによる影響 — -0.1%

-0.5% 3.6%

2.7% 16.1%

調整後利益と当期純利益の差異
2 9.1% -2.9%

報告された調整後ROE 11.8% 13.1%

減算：為替変動の影響
3 -1.0% 非適用

12.9% 13.1%

2
当期純利益から調整後利益への調整については、別表を参照のこと。

3
為替変動の影響は、損益計算書上のすべての外貨建ての項目を、比較対象の前年同期における
加重平均為替レートで再計算して求めている。この影響は、再計算後の調整後利益の、報告さ
れた調整後利益に対する差異である。比較の目的で、前期の加重平均為替レートを用いて当期
の損益のみを再計算し、当期における為替変動の影響を消去している。これにより、この財務
指標の公平な比較を行うことができる。

米国GAAPに基づく株主資本利益率（ROE）から調整後ROEへの調整
（為替変動の影響を除く）

　保有有価証券及びデリバティブに係る未実現（損）益を
— 4.6%

　　その他の包括（損）益累計額（AOCI）を除いたことによる影響

その他の包括（損）益累計額（AOCI）を除いた米国GAAPに基づくROE

為替変動の影響を除く調整後株主資本利益率（ROE）

1
米国GAAPに基づくROEは、（年換算した）当期純利益を平均株主資本で除して計算されてい
る。



12月31日に終了した12ヶ月間：

2022 2021

当期純利益 - 米国GAAPに基づく株主資本利益率（ROE）
1 15.1% 12.9%

　外貨換算未実現（損）益を除いた影響 -1.7% -0.8%

　除いたことによる影響
　年金債務当期調整額を除いたことによる影響 -0.1% -0.1%

0.9% 4.2%

16.0% 17.1%

調整後利益と当期純利益の差異
2 -3.1% -1.2%

報告された調整後ROE 12.9% 15.9%

減算：為替変動の影響
3 -0.8% 非適用

13.7% 15.9%

2
当期純利益から調整後利益への調整については、別表を参照のこと。

米国GAAPに基づく株主資本利益率（ROE）から調整後ROEへの調整
（為替変動の影響を除く）

　保有有価証券及びデリバティブに係る未実現（損）益を
2.7% 5.1%

　　その他の包括（損）益累計額（AOCI）を除いたことによる影響

その他の包括（損）益累計額（AOCI）を除いた米国GAAPに基づくROE

為替変動の影響を除く調整後株主資本利益率（ROE）

1
米国GAAPに基づくROEは、（年換算した）当期純利益を平均株主資本で除して計算されてい
る。

3
為替変動の影響は、損益計算書上のすべての外貨建ての項目を、比較対象の前年同期における
加重平均為替レートで再計算して求めている。この影響は、再計算後の調整後利益の、報告さ
れた調整後利益に対する差異である。比較の目的で、前期の加重平均為替レートを用いて当期
の損益のみを再計算し、当期における為替変動の影響を消去している。これにより、この財務
指標の公平な比較を行うことができる。



2022年12月31日に終了した3ヶ月間：
為替変動の 為替変動の

影響を含む 影響を除く2

保険料収入（純額）
3 -15.5% -2.8%

調整後投資収益（純額）
4 -5.9% 0.4%

保険金給付金及び事業費合計 -16.9% -4.6%

調整後利益 -5.2% 2.9%

希薄化後1株当たり調整後利益 0.8% 9.4%

1
調整後利益及び希薄化後1株当たり調整後利益については、前記の定義を参照のこと。

3
出再保険控除後。

4
調整後投資収益（純額）については、前記の定義を参照のこと。

（主要項目の前年同期比増減率－無監査）

2
為替変動の影響を除く金額は、比較対象の前年同期における為替レートを用いて計算されてお
り、これにより、為替レートの変化のみによってもたらされたドルベースの変動を消去してい
る。

為替変動の調整後業績への影響1



2022年12月31日に終了した12ヶ月間：
為替変動の 為替変動の

影響を含む 影響を除く2

保険料収入（純額）
3 -13.5% -3.2%

調整後投資収益（純額）
4 -6.6% -0.7%

保険金給付金及び事業費合計 -10.8% -0.1%

調整後利益 -15.5% -10.1%

希薄化後1株当たり調整後利益 -10.3% -4.5%

1
調整後利益及び希薄化後1株当たり調整後利益については、前記の定義を参照のこと。

3
出再保険控除後。

4
調整後投資収益（純額）については、前記の定義を参照のこと。

為替変動の調整後業績への影響1

（主要項目の前年同期比増減率－無監査）

2
為替変動の影響を除く金額は、比較対象の前年同期における為替レートを用いて計算されてお
り、これにより、為替レートの変化のみによってもたらされたドルベースの変動を消去してい
る。



 

予測情報について 

 

1995 年の私的証券訴訟改革法は、企業に対して、いわゆる｢安全港｣の規定を設けていま

す。規定によれば、その記述が将来予測に関する記述（forward-looking statement）とし

て特定され、将来予測に関する記述に含まれる内容と大きく異なる結果を引き起こす可能

性がある重要な要素を記した有意義な警告を伴うならば、自社の見通しに関する情報を積

極的に提供するよう奨励しています。当社は、この規定を活用したいと考えています。本書

は、将来の見通しと大きく異なる結果を引き起こす可能性がある重要な要素を記した警告

を記載しています。こうした将来の見通しは、本書の中、あるいはアナリストと当社役職員

との議論、米国証券取引委員会（SEC）に提出された文書の記述に含まれています。 

 

将来予測に関する記述は、過去の情報に基づくものではなく、将来の事業、戦略、財務業

績及びその他の進展事項に関するものです。更に、将来予測に関する情報は、さまざまな仮

定や、リスク、不確定要素から影響を受けます。特に、｢予想する｣｢予測する｣｢確信してい

る｣｢目標｣｢目的｣「可能性がある」「すべきである」「推定する」「意図する」「見積もる」「す

るつもりである」「仮定する」「潜在的」「対象」「見通し」、あるいはその他の類似した言葉

を含む記述、また将来の結果についての特定の予測は一般に将来予測に関する記述です。当

社は、将来予測に関する記述について、 新情報を提供する義務を負いません。 

 

当社が随時言及している事項のほかに、将来予測に関する記述と大きく異なる結果を引

き起こす可能性がある事項は以下のとおりです。 

 

・ 新型コロナウイルスに起因するものも含む世界資本市場及び経済の困難な状況 

・ 投資先の債務不履行及び信用格付けの引き下げ 

・ 世界的な金利の変動及び重要な金利リスクに対するエクスポージャー 

・ 日本に対する事業の集中 

・ 当社の条件に合致する円建て有価証券の限られた入手可能性 

・ 円/ドル為替レートの変動 

・ 運用資産の評価に適用される異なる解釈 

・ 当社の運用資産に対して計上される予想信用損失の決定における重要な評価判断 

・ 当社の財務力又は債務格付けの引き下げ 

・ 他の金融機関の信用力の低下 

・ 特定の単一の発行体又はセクターに対する運用資産の集中 

・ 主要な公衆衛生問題、新型コロナウイルスの影響及びその変異種（既知のものと新たに

発生するもの）及びこれに起因する、当社の事業及び財務業績への経済的な影響ならび

に政府による介入 



 

・ 優秀な募集人、ブローカー、社員及び販売提携先を引きつけ、維持する当社の能力 

・ 保険料率の設定や責任準備金の算定に用いる仮定と実績の乖離 

・ 情報システムの開発・改善を継続する能力 

・ 電気通信、情報技術及びその他の業務システムにおける障害、あるいはそのようなシス

テムに収録されているセンシティブなデータに関する安全性、機密性又はプライバシ

ーの維持の失敗 

・ 子会社が親会社に配当金を支払う能力 

・ 当社に固有なリスク管理方針及び手続の限界 

・ 第三者の取引業者に係る業務運営リスク 

・ 当社に適用される税率変更の可能性 

・ 契約者のプライバシー及び情報セキュリティに関する規則の遵守の失敗 

・ 広範囲な規制及び法律又は政府当局による規制の変更 

・ 競合環境及び市場のトレンドを予測し対応する能力 

・ 気候変動によりもたらされる事象、伝染病、パンデミック（新型コロナウイルスによる

ものを含む）、竜巻、ハリケーン、地震、津波、戦争あるいはその他の軍事行動、テロ

行為あるいはその他の暴力行為を含む大惨事及びそれに付随して起こる被害 

・ アフラックブランドと当社の評判を守る能力 

・ 主要な経営陣メンバーの後継者を効果的に選出する能力 

・ 会計基準の変更 

・ 訴訟の内容及び結果 

・ 米国における労働者の誤分類に関する主張あるいは判決 
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